大阪障害者自立セミナー（障大連シンポジウム）　　


　　　　２００４年１２月１２日

『今。自立と社会参加が危ない！』

～介護保険統合とグランドデザインの問題について考える～

岡部耕典

http://www.eft.gr.jp 　　 koka@eft.gr.jp
■「社会福祉のパラダイム転換」と「利用者本位」の関係について

◇パラダイム転換(T.Kuhn)・・・・・・・・・・ひとつの世界を構成する大きな枠組が変ること

◇「社会福祉のパラダイム転換」（古川1997）・・生活の場としてのコミュニティ（「地域」）と、生活主体としての利用者を基軸にしていくことへの転換。

政策・・地方分権化と「政策単位の個人化」(藤崎200)

福祉・・社会福祉基礎構造改革と「利用者本位」（古川1997他）

運動・・自立生活運動と「当事者主体」（「当事者主権主義」：中西・上野2003）

「福祉のパラダイム転換」（岡部2003）

◇しかし、これは、行政と専門家と利用者の「同床異夢」（財政改革・個別処遇化・権利主体化）

※「利用者本位」と「当事者主体（主権）」は同じではない

※「地方分権」は最初から「国庫負担縮小」と表裏一体



.


.





「福祉改革と福祉と利用者の関係」（岡部2003）　　　

　　

◇８０年代以降の福祉改革における中央政府から自治体への権限委譲（＝補助金行政）の意味

「中央政府にとっては、年金のような受給者を法定化したプログラム（エンタイトルメント・プログラム）よりも、年次予算で措置される補助金プログラムのほうが、予算のコントロールが容易である」（西尾1993）
◇社会福祉改革における介護保険制度の意味とは？

・新しい社会保険制度の創設により、財務省（大蔵省）のコントロールを離れることができる


・一方で、国制度（社会保険制度）として、厚生労働省の権限・省益は最大限確保される

◇サービスの利用制度化（保育園・介護保険・支援費）とは？


・措置ではないので、利用料のコントロールは基本的には困難


・新たな財務省との摩擦　←「三位一体改革」（「金も権限も中央は手放せ」）が加速

◇「介護保険と支援費制度の統合問題」とは？

厚労省の考えた（だろう）こと…


・財務省のコントロールを離れ、しかし、省益は守りたい。


・もはや補助金行政の継続は困難。


　⇒　それには、「介護保険モデル」の強化とそこへの集約しかない。＝「統合と被保険者の拡大」



…しかし、依然それは「行政と専門家と利用者の同床異夢」であることに変りはない。

◇ここまでの枠組の変化


今年１～４月の厚労省と障害者８団体の話会い時点
＝「対等統合」モデル
…「介護保険への吸収ではなく、対等統合である」「介護保険制度の改革に意識の高い障害者団体を活用したい」

その後の社会保障審議会・障害者部会での議論
＝「介護保険の活用」モデル
…介護保険制度の根本からの見直しは無くなった。一方で、予防給付型＝医療モデル強化の見直しの姿が示される。

この秋から・・・



 ＝「被保険者の拡大」モデル
…「統合」はもちろん、「活用」すら言われずに、「単に介護保険制度維持のためには被保険者の拡大が　

不可避である。そして、被保険者の範囲の拡大に伴って、給付の対象を広げるかどうかが課題。給付対象の拡大によって（その結果として）若年障害者も介護保険の対象になる（だけである）」
１０月１２日社会保障審議会障害部会

＝「グランドデザイン」
◇「グランドデザイン」とは？

　「年金保険一般」（にある世代間搾取）への風当たりの強さ　⇒「本丸」の防衛のための「トカゲの尻尾切り」

・エンタイトルメント（受給の権利の明文化）は極めて限定。（利用者からつきあげられたくない）

・補助金もださない（財務省からいじめられたくない）

　＝予算のコントロールは、利用者個々人への給付抑制でおこなう（しかない）
■受給調整システムについて

◇措置から契約とは？

・制度モデルとしての「措置から契約」

行政手続モデルからサービス利用過程モデルへ（小林2002）

サービス利用過程・サービス提供過程・サービス費用提供過程
・利用者の立場からの「措置から契約」


　サービスの利用制度化

←サービス利用過程の領域


　現物支給の費用給付化

←サービス費用提供過程の領域


※「利用者本位」は、基本的に前者のみを焦点化する概念。

◇「措置の前提となる援護の公的責任＝支援費の支給」

事業者に対する「利用の契約」だけでなく、国家（自治体）に対する「受給の権利」のエンタイトルメントが必要。

受給調整システムを、受給権に基づく「受給契約（合意形成）制度」として再構成されなくてはならない。

◇マクロの財政論的割当供給とミクロの必要論的受給要求を結ぶ受給調整システム

サービス利用過程モデル（小林2002）に必要な「必要と割当の調整のための基準とメカニズム」（岡部2004a）
ミクロの基準・・・・・・必要のエンタイトルメント（判定基準）

ミクロのメカニズム・・・受給過程への利用者参画と受給支援（アドボカシー）

マクロの基準・・・・・・根拠のある予算（必要量の調査に基づく予算）

マクロのメカニズム・・・必要量の変動に対する調整（地域／時間軸）
◇割当に基づく分配と必要に基づく分配

介護保険の受給調整システム＝第三者判定モデル(岡部2004a)

…供給側からのコントロールが効きやすい「割当優位」の制度

①　利用申請より先に要介護認定が必要である

②　要介護認定によるサービス費用の受給量には上限がある

③　「抽象的・要介護度基準・第三者型」の給付判定システムである

④　給付抑制メカニズムとして応益負担がもちいられている

⑤　財源の地域／時間軸での調整のしくみが，ビルトインされている

支援費の受給調整システム＝交渉決定モデル （岡部2004a）

…利用者が必要を訴えやすい「必要原理優位」の制度

①　要介護認定制度がなく、利用者が希望を申請するとことから始まる

②　サービス費用の受給量には制度上の上限がない

③　「具体的・生活支援の必要度基準・利用者参加型」の給付判定システムである

④　給付抑制メカニズムとしては働きにくい応能負担の制度となっている

⑤　財源の地域／時間軸での調整のしくみが，ビルトインされていない

※利用者の給付に着目したグランドデザインの問題性

＝障害福祉の受給調整システムを「交渉決定モデル」から「第三者判定モデル」に移行させること
■公平（equity）と平等(equality)

◇応能負担と応益負担

◇選別主義（資産調査によるスティグマ）

⇒（だれにでも・しかし薄く、の）普遍主義

⇒（必要な人に必要なだけ）積極的選別主義　(R.Titmuss)

◇集中的ケアマネジメント(intensive care management　:Ｄ.Chalis)


　　　　・・・ケアマネジメントは、対象を絞り、集中的に行うべき（1997年より英国は転換）

◇ふたつの「権利」・・権原と人権

ふたつの「基準」・・客観的基準と主観的基準

※「ベニスの商人」における「権利」と「人権」

社会サービスの給付のためには「必要の社会的構築」は必要。

しかしその方法は、「基準を厳密にすること・客観化すること」なのだろうか？
・「まず分けてみる・やむをえないものとして基準を使う」（立岩2004）

・手続き的権利保障：「利用者側からのプランの提示と利用者参画の保障」

（Person Centered Plan/Approach）
· 交渉過程の支援　(Advocacy)
介護保険制度と支援費制度の関係 （岡部2004b）






※　「グランドデザイン」の位置は？


※　「ケアマネジメント」の役割は？

＜支給調整モデル＞





「必要」を担保する


アドボカシー





「客観性」を担保する


ケアマネジメント
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＜援助モデル＞
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